
 

第Ⅱ部 紛争処理の状況 

第１章 紛争処理の概況 

 

委員会は、次の３つの機能を有している。 

① 電気通信事業者間、電気通信事業者とコンテンツ配信事業者等との間、 

ケーブルテレビ事業者等と地上テレビジョン放送事業者との間等の紛

争に対し、「あっせん」や「仲裁」を実施すること（電気通信事業法第１

５４条から第１５７条の２、電波法第２７条の３５、放送法第１４２条） 

② 総務大臣が、接続協定等の細目の裁定、業務改善命令等を行う際、総務

大臣から諮問を受け、審議・答申を行うこと（電気通信事業法第１６０条、

放送法第１４４条） 

③ あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等

について意見があれば、総務大臣に対し勧告を行うこと（電気通信事業法

第１６２条） 

また、事務局に事業者相談窓口を設けて、事業者間の紛争に関する相談や問合

せに対応している。 

 平成２６年度に行ったこれらの紛争処理の状況は、次のとおりである。 

 なお、委員会の機能等については【資料１】、委員会設置以降これまでの紛争

処理の概況については【資料２】のとおりである。 

 

１ あっせん・仲裁の処理件数 

  平成２６年度に委員会が受け付けたあっせんの申請は４件であった。そのう

ち３件は、あっせんにより解決した。残る１件は、相手方からあっせんを受諾

しない旨の通知を受けたため、あっせんをしないものとした。なお、仲裁の申

請はなかった。 

  あっせん・仲裁の処理件数（平成２６年度） 

あっせん申請 処理終了 処理中 

４ ４ ０ 

 （解決        ３） 

 （合意に至らず取下げ ０） 

 （あっせん打切り   ０） 

 （あっせん不実行   １） 

 

 

 

 

 

 

 

仲裁申請 処理終了 処理中 

０ ０ 

（仲裁判断    ０） 

０ 
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２ 審議・答申 

平成２６年度中、総務大臣からの諮問はなかった。 

 

３ 勧告 

平成２６年度中、総務大臣への勧告は行わなかった。 

 

４ 事業者相談窓口における相談 

事業者相談窓口において、２６件の相談及び問合せを受けた。相談内容ごと

の受付件数及び相談対応（委員会による紛争処理手続の説明や事業者間協議に

係る助言）結果の内容は、次のとおりである。 

相 談 内 容 受 付 件 数 

①  接続の諾否 ３件   

②  卸電気通信役務の提供 ５件   

③  その他電気通信に係る契約 ３件   

④  地上テレビジョン放送の再放送に関する同意 １０件   

⑤  手続の照会 ３件   

⑥  その他 ２件   

計 ２６件   

※ 同一案件に係る複数回の相談を含む。 

 

相談対応結果 件 数 

①  あっせん等の申請があった １件 

②  事業者間の協議等が進捗し解決した ２件 

③ 事業者間協議を継続することとなった １６件 

④ 事業者の判断により、協議の継続等を行わない

こととした 
２件 

⑤  手続に関する説明を行った ３件 

⑥  その他 ２件 

計 ２６件 

※ 同一案件に係る複数回の相談を含むことから、③に計上されているものの中には、既

に終了（最後の相談を②又は④に計上）している案件がある。 
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第２章 あっせん終了事案等の概要 

 
平成２６年度に処理終了となったあっせん事案等の概要については、以下のと 

おりである。 

なお、委員会設置時からこれまでの紛争処理終了事案の一覧については【資料 

３】のとおりである。 

 

１ 平成２６年７月２３日申請（平成２６年（争）第１号）（地上基幹放送の再

放送の同意） 

 

（１）経過 
 

平成２６年   

７月２３日 大分ケーブルテレコム株式会社（以下「ＯＣＴ」という。）

から、あっせんの申請（平成２６年（争）第１号）。（⇒（２）） 

２８日 委員会から、九州朝日放送株式会社（以下「ＫＢＣ」とい

う。）に対し、あっせんの申請があった旨の通知。 

８月 ７日 あっせん委員（平沢委員、小塚特別委員、若林（和）特別

委員）の指名。 

２２日 ＫＢＣから答弁書の提出（⇒（３）） 

９月 ８日 両当事者から意見の聴取。 

１６日 あっせん委員から、ＯＣＴに対し、質問を送付。 

２２日 ＯＣＴから、あっせん委員からの質問（９月１６日付け）

に対する回答。 

２４日 あっせん委員から、ＫＢＣに対し、質問を送付。 

３０日 ＫＢＣから、あっせん委員からの質問（９月２４日付け）

に対する回答。 

１０月１５日 両当事者から意見の聴取。 

あっせん委員から、あっせん案の提示（⇒（４）） 

１７日 ＫＢＣがあっせん案を受諾 

２１日 ＯＣＴがあっせん案を受諾 
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（２）申請における主な主張 

ＯＣＴは、平成２０年にＫＢＣと協議確認事項に同意し、平成２６年７

月２４日を有効期間として、ＫＢＣのデジタルテレビ放送の区域外再放送

を行ってきた。 

ＯＣＴは、協議確認事項の同意経緯、裁定後の状況の変化及び視聴者保

護等に鑑み、再放送の同意を求めざるを得ない状況にあるため、平成２６

年７月２５日以降の再放送を希望する。なお、過去の視聴実績及び視聴者

保護の立場を十分に考慮戴いた再放送に係る新たな提案がなされる場合に

は、一定期間後の終了も視野に入れた協議に真摯に応じたい。 

 

（３）答弁書における主な主張 

協議確認事項を交わした後の状況の変化は、同意の申し込みを受容すべ

きほどのものではないと考える。ただし、視聴者保護の観点から一定期間

の再放送には応じる用意がある（平成２６年７月２５日から起算して６ヶ

月後に再放送の終了を希望。周知作業として１ヶ月程度の延長は認める。）。 

 

（４）あっせん案 

１ ＫＢＣは、視聴者保護に配慮した十分な周知等の期間を確保する観点か

ら、ＯＣＴが大分県内の業務区域においてＫＢＣの地上デジタル放送の区

域外再放送を平成２６年７月２５日から平成２８年３月３１日まで実施

することについて同意する。 

２ ＯＣＴは、平成２８年３月３１日の期限には、上記１により行われる再

放送を終了し、以降の同意を求めない。 

３ ＯＣＴは、自社のホームページ等を用いて、本件あっせん成立後６ヶ月

以内に、視聴者に対してＫＢＣの再放送を終了する旨の周知を開始すると

ともに、本件あっせん成立９ヶ月後に、視聴者への周知等の進捗状況を電

気通信紛争処理委員会に報告する。 

４ ＫＢＣは、ＯＣＴから視聴者に対する周知等への協力を求められた場合

及び視聴者から再放送の終了に関する問い合わせを直接受けた場合は、そ

れぞれ誠実に対応する。 

５ 上記３による再放送の終了に向けた周知等が誠実に履行されていない

ことが明らかであると認められる場合には、ＫＢＣは、上記１による再放

送の同意を取消すことができる。 

  ただし、再放送の同意を取消す場合、ＫＢＣは、事前に電気通信紛争処

理委員会に報告するものとする。 
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２ 平成２６年７月２３日申請（平成２６年（争）第２号）（地上基幹放送の再

放送の同意） 

 

（１）経過 
 

平成２６年  

７月２３日 大分ケーブルネットワーク株式会社（以下「ＯＣＮ」とい

う。）から、あっせんの申請（平成２６年（争）第２号）。

（⇒（２）） 

２８日 委員会から、九州朝日放送株式会社（以下「ＫＢＣ」とい

う。）に対し、あっせんの申請があった旨の通知。 

８月 ７日 あっせん委員（平沢委員、小塚特別委員、若林（和）特別

委員）の指名。 

２２日 ＫＢＣから答弁書の提出（⇒（３）） 

９月 ８日 両当事者から意見の聴取。 

１６日 あっせん委員から、ＯＣＮに対し、質問を送付。 

２２日 ＯＣＮから、あっせん委員からの質問（９月１６日付け）

に対する回答。 

２４日 あっせん委員から、ＫＢＣに対し、質問を送付。 

３０日 ＫＢＣから、あっせん委員からの質問（９月２４日付け）

に対する回答。 

１０月１５日 両当事者から意見の聴取。 

あっせん委員から、あっせん案の提示（⇒（４）） 

１７日 ＫＢＣがあっせん案を受諾 

２１日 ＯＣＮがあっせん案を受諾 

 

（２）申請における主な主張 

ＯＣＮは、平成２０年にＫＢＣと協議確認事項に同意し、平成２６年７

月２４日を有効期間として、ＫＢＣのデジタルテレビ放送の区域外再放送

を行ってきた。 

ＯＣＮは、協議確認事項の同意経緯、裁定後の状況の変化及び視聴者保

護等に鑑み、再放送の同意を求めざるを得ない状況にあるため、平成２６

年７月２５日以降の再放送を希望する。なお、過去の視聴実績及び視聴者

保護の立場を十分に考慮戴いた再放送に係る新たな提案がなされる場合に

は、一定期間後の終了も視野に入れた協議に真摯に応じたい。 
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（３）答弁書における主な主張 

協議確認事項を交わした後の状況の変化は、同意の申し込みを受容すべ

きほどのものではないと考える。ただし、視聴者保護の観点から一定期間

の再放送には応じる用意がある（平成２６年７月２５日から起算して６ヶ

月後に再放送の終了を希望。周知作業として１ヶ月程度の延長は認める。）。 

 

（４）あっせん案 

１ ＫＢＣは、視聴者保護に配慮した十分な周知等の期間を確保する観点か

ら、ＯＣＮが大分県内の業務区域においてＫＢＣの地上デジタル放送の区

域外再放送を平成２６年７月２５日から平成２８年３月３１日まで実施

することについて同意する。 

２ ＯＣＮは、平成２８年３月３１日の期限には、上記１により行われる再

放送を終了し、以降の同意を求めない。 

３ ＯＣＮは、自社のホームページ等を用いて、本件あっせん成立後６ヶ月

以内に、視聴者に対してＫＢＣの再放送を終了する旨の周知を開始すると

ともに、本件あっせん成立９ヶ月後に、視聴者への周知等の進捗状況を電

気通信紛争処理委員会に報告する。 

４ ＫＢＣは、ＯＣＮから視聴者に対する周知等への協力を求められた場合

及び視聴者から再放送の終了に関する問い合わせを直接受けた場合は、そ

れぞれ誠実に対応する。 

５ 上記３による再放送の終了に向けた周知等が誠実に履行されていない

ことが明らかであると認められる場合には、ＫＢＣは、上記１による再放

送の同意を取消すことができる。 

  ただし、再放送の同意を取消す場合、ＫＢＣは、事前に電気通信紛争処

理委員会に報告するものとする。 

 

３ 平成２６年７月２３日申請（平成２６年（争）第３号）（地上基幹放送の再

放送の同意） 

 

（１）経過 
 

平成２６年  

７月２３日 株式会社ケーブルテレビ佐伯（以下「ＣＴＳ」という。）か

ら、あっせんの申請（平成２６年（争）第１号）。（⇒（２）） 

２８日 委員会から、九州朝日放送株式会社（以下「ＫＢＣ」とい

う。）に対し、あっせんの申請があった旨の通知。 
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８月 ７日 あっせん委員（平沢委員、小塚特別委員、若林（和）特別

委員）の指名。 

２２日 ＫＢＣから答弁書の提出（⇒（３）） 

９月 ８日 両当事者から意見の聴取。 

１６日 あっせん委員から、ＣＴＳに対し、質問を送付。 

２２日 ＣＴＳから、あっせん委員からの質問（９月１６日付け）

に対する回答。 

２４日 あっせん委員から、ＫＢＣに対し、質問を送付。 

３０日 ＫＢＣから、あっせん委員からの質問（９月２４日付け）

に対する回答。 

１０月１５日 両当事者から意見の聴取。 

あっせん委員から、あっせん案の提示（⇒（４）） 

１７日 ＫＢＣがあっせん案を受諾 

２１日 ＣＴＳがあっせん案を受諾 

 

（２）申請における主な主張 

ＣＴＳは、平成２０年にＫＢＣと協議確認事項に同意し、平成２６年７

月２４日を有効期間として、ＫＢＣのデジタルテレビ放送の区域外再放送

を行ってきた。 

ＣＴＳは、協議確認事項の同意経緯、裁定後の状況の変化及び視聴者保

護等に鑑み、再放送の同意を求めざるを得ない状況にあるため、平成２６

年７月２５日以降の再放送を希望する。なお、過去の視聴実績及び視聴者

保護の立場を十分に考慮戴いた再放送に係る新たな提案がなされる場合に

は、一定期間後の終了も視野に入れた協議に真摯に応じたい。 

 

（３）答弁書における主な主張 

協議確認事項を交わした後の状況の変化は、同意の申し込みを受容すべ

きほどのものではないと考える。ただし、視聴者保護の観点から一定期間

の再放送には応じる用意がある（平成２６年７月２５日から起算して６ヶ

月後に再放送の終了を希望。周知作業として１ヶ月程度の延長は認める。）。 

 

（４）あっせん案 

１ ＫＢＣは、視聴者保護に配慮した十分な周知等の期間を確保する観点か

ら、ＣＴＳが大分県内の業務区域においてＫＢＣの地上デジタル放送の区

域外再放送を平成２６年７月２５日から平成２８年３月３１日まで実施

することについて同意する。 
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２ ＣＴＳは、平成２８年３月３１日の期限には、上記１により行われる再

放送を終了し、以降の同意を求めない。 

３ ＣＴＳは、自社のホームページ等を用いて、本件あっせん成立後６ヶ月

以内に、視聴者に対してＫＢＣの再放送を終了する旨の周知を開始すると

ともに、本件あっせん成立９ヶ月後に、視聴者への周知等の進捗状況を電

気通信紛争処理委員会に報告する。 

４ ＫＢＣは、ＣＴＳから視聴者に対する周知等への協力を求められた場合

及び視聴者から再放送の終了に関する問い合わせを直接受けた場合は、そ

れぞれ誠実に対応する。 

５ 上記３による再放送の終了に向けた周知等が誠実に履行されていない

ことが明らかであると認められる場合には、ＫＢＣは、上記１による再放

送の同意を取消すことができる。 

  ただし、再放送の同意を取消す場合、ＫＢＣは、事前に電気通信紛争処

理委員会に報告するものとする。 

 

４ 平成２７年３月１０日申請（平成２７年（争）第１号）（卸電気通信役務の

提供に係る契約の延長） 

 

（１） 経過 

 

平成２７年  

３月１０日 Ａ社から、あっせんの申請（平成２７年（争）第１号）。 

（⇒（２）） 

１２日 委員会から、Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨の通

知。 

１９日 Ｂ社からあっせんに応じる考えはない旨の回答。（⇒（３）） 

２３日 委員会から、両当事者に対し、あっせんをしない旨の通知。 

 

（２）申請における主な主張 

Ａ社は、2001 年（平成１３年）にＢ社と基本契約書を締結し、その後毎

年自動更新されてきた。契約内容はＢ社の業務の一部をＡ社に委託するも

の（Ｂ社は、代理店契約と主張）であるが、契約の実態はＯＥＭ契約（再

販契約）である。実際にＡ社は複数の電話会社からＯＥＭ契約に基づき電

話サービスの供給を受け、独自ブランドにより直接顧客にサービス提供を

行ってきた。 

長年に亘る業務は、再販契約に基づくものであるので、突然の通告によ
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る契約更新拒否は、「権利の濫用並びに信義誠実の原則に違反」する。 

このため、マイライン移行の手続に必要な２年間の契約延長と変更手数

料の負担を求める。 

（３）あっせん不実行 

Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨通知したところ、Ｂ社より「あ

っせんを受諾しない」旨の回答が委員会にあったため、あっせんをしない

こととなった。 

【あっせんを受諾しない理由】 

・Ａ社とは、基本契約書第１条（目的）「互いに協力して当社サービスの普

及と市場の拡大を図るもの」として、Ｂ社はＡ社に協力金（Ｂ社サービスの

売上額に一定料率を乗じた手数料）を支払ってきた。 

・平成２６年７月以降は、Ａ社に関係するＢ社の通信サービス売上のうち、

「着信課金サービスの売上」が激減している。これは、Ａ社がＢ社の顧客を

積極的に他社サービスへ移行させた結果である。また、同時期以降、Ｂ社

は、Ａ社に対して基本契約書第６条に基づく是正を要求し、Ａ社がこれに従

わない場合は、契約を解除する旨を説明している。 

・Ａ社の行為は契約書で規定する「第４条（業務委託）顧客サービスの維持

及び促進活動」並びに「第６条（乙の義務）当社の利益を損ね、（中略）当

社の是正要求に従うこと」に違反すると考えている。 

・Ｂ社としてはＡ社との協力関係が消失したと判断し、契約解除（基本契約

書第２１条（存続期間）における契約期間を自動延長しない）の手続を行っ

た。仮に、本契約がＡ社の主張する再販契約であったとしても、契約の解除

を制限する事由には該当しないと考えている。 

・Ａ社は、本契約の解除までに既存利用者を他社のマイラインサービスに移

行させる必要はない。なお、本契約を解除しても、既存利用者のサービスは

継続される。 
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